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長崎県地域公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金実施要綱 

 

   制 定 令和８年４月１日 ８交政第５号 

 

（趣旨） 

第１条 県は、人手不足等により厳しい経営環境にある公共交通事業者におけるＤ

Ｘによる経営効率化、生産性向上及び訪日外国人の受入環境整備に資する取組、

二種免許取得、採用活動など人材確保に資する取組を支援するため、長崎県地域

公共交通デジタル化等推進支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付

するものとし、その交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、長崎県補助金等交付規則（昭和

４０年長崎県規則第１６号。以下「規則」という。）、長崎県地域振興部関係補

助金等交付要綱（平成２３年長崎県告示第４５６号）及びこの実施要綱の定める

ところによる。 

 

（定義） 

第２条 この実施要綱において「公共交通事業者」とは、次の各号に掲げる事業を

行う者をいう。 

 （１）道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定する一般

乗合旅客自動車運送事業を営む者のうち、道路運送法施行規則（昭和２６

年運輸省令第７５号）第３条の３第１号に規定する路線定期運行を行う事

業者（以下「路線バス事業者」という。） 

 （２）道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業（福祉

輸送事業限定を除く。）を営む者（以下「タクシー事業者」という。） 

 （３）鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第２項に規定する第一種鉄

道事業を営む者（以下「鉄道事業者」という。） 

 （４）軌道法（大正１０年法律第７６号）第４条に規定する軌道経営者（以下「軌

道事業者」という。） 

 （５）海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第５項に規定する一般旅

客定期航路事業を営む者（以下「航路事業者」という。） 

 （６）航空法（昭和２７年法律第２３１号）第１０２条に規定する本邦航空運送

事業者（特定本邦航空運送事業者を除き、主に離島や同一都道府県内に係

る航空路線を運航する航空運送事業者に限る。以下「航空運送事業者」と
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いう。） 

 

（対象事業者） 

第３条 補助金の対象となる公共交通事業者は、次の各号に掲げる要件を満たす者と

する。 

（１）次のイからホまでのいずれかに該当すること 

イ 路線バス事業者においては、長崎県内に本社又は支社があること 

ロ タクシー事業者においては、法人事業者は本社が、個人事業者は本人の住

所地が長崎県内にあること 

ハ 鉄道事業者及び軌道事業者においては、長崎県内に本社があること 

ニ 航路事業者においては、複数の市町を結ぶ航路を運航する者であって、長

崎県内に本社があること。なお、長崎県内の離島と他県を結ぶ離島航路を

運航する事業者にあっては、長崎県内に支社または支店があること 

ホ 航空運送事業者においては、長崎県内に本社があること 

 （２）申請時点において、公共交通事業について、引き続き事業実施の意思があ

る事業者であること 

（３）申請時点において、本県の滞納がない者であること 

（４）長崎県暴力団排除条例（平成２３年長崎県条例第４７号）第２条第１号及

び第２号に該当しない公共交通事業者であり、かつそれらと密接な関係を

有しない公共交通事業者であること 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、国の地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱附

則（令和７年１２月２４日 国総地第１８９号、国自旅第１５１号）、同要綱附

則（令和８年２月１３日 国総地第２０３号、国鉄都第８８号、国鉄事第５８０

号、国自旅第１６７号、国自技環第１８６号、国海内第１７９号、国空事第１１

０５号）及び地域における受入環境整備促進事業補助金交付要綱附則（令和８年

１月１４日 観観産第３０４号、観参第８１３号、観参第８２２号）に基づく補

助金（以下「国庫補助金」という。）の交付決定（以下「国庫補助金の交付決定」

という。）を受けているもののうち、公共交通事業者がＤＸによる経営効率化、

生産性向上及び訪日外国人の受入環境整備等を目的に取り組む地域公共交通のデ

ジタル化・システム化（以下「デジタル化等」という。）に要する経費（消費税

額を除く。）とする。なお、デジタル化等に係る補助対象経費は、国の交付決定

日以降に着手した事業に要する経費に限る。また、国の旅客自動車運送事業にお

ける人材確保支援事業費補助金交付要綱（令和８年３月３日 国自旅第１８３号）
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の交付決定を受けているもののうち、公共交通事業者が二種免許取得、人材確保

セミナーの開催及び広報等業務（以下、「人材確保事業」という。）に要する経

費（消費税を除く。）とする。ただし、鉄道事業者、軌道事業者及び航路事業者

については、国のデジタル化等に要する経費に対する交付決定を受けた者が、国

の人材確保支援事業費補助金交付要綱に準じて実施する動力車操縦者運転免許取

得、海技免許取得、人材確保セミナーの開催及び広報等業務に要する経費（消費

税額を除く。）を補助対象経費とする。なお、人材確保事業に係る補助対象経費

は、令和８年４月１日以降に着手した事業に要する経費に限る。 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次に掲げる各号のうち、いずれか少ない額とする。ただし、

デジタル化等に要する経費については、１事業者当たりの上限を１０，０００千

円とする。 

 （１）補助対象経費の４分の１以内の額 

（２）補助対象経費の１０分の７以内の額から国庫補助金の交付決定を受けた額

を控除した額 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に１千円未満の端数がある場合は、その

端数金額を切り捨てるものとする。 

 

（交付申請書に添付すべき書類等） 

第６条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「交付申請者」という。）は、

交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、知事が別に定める日まで

に知事へ提出しなければならない。 

 （１）事業計画書（様式第１－１号） 

（２）収支予算書（様式第１－２号） 

（３）国庫補助金の交付決定通知書の写し 

 （４）長崎県税納税証明書（未納がない証明） 

（５）長崎県内に本社がない公共交通事業者においては、履歴事項全部証明書の

写し。また、個人事業者においては本人確認書類の写し 

 （６）誓約書（様式第１－３号） 

（７）振込先の口座が確認できる資料（名義人氏名、金融機関名、支店名、預金

種目、口座番号が確認できるもの）の写し 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第７条 知事は、前条の交付の申請があった場合は、速やかに申請の内容を審
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査し、補助金を交付すべきものと認めた場合は、交付決定通知書（様式第２号）

により交付申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定により審査した結果、補助金を交付しないことを決定

した場合は、不交付決定通知書（様式第３号）により、交付申請者に通知するも

のとする。 

 

（交付決定の取消し及び返還命令） 

第８条 知事は、交付申請者の偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受

けたと認めた場合は、補助金の交付決定を取り消し、既に補助金が交付されている

場合は、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（交付申請の取下げ） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付決定の内容又はこれに附さ

れた条件に不服がある場合は、申請の取下げをすることができる。 

２ 前項の規定により申請の取下げをすることができる期間は、第７条第１項の規

定による通知があった日から２０日以内とし、取下げしようとする者は、交付申

請取下届出書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。 

 

（事業の着手） 

第１０条 補助事業の着手は、補助金交付決定の通知を受けた後に行うものとする。

ただし、事業の計画的推進上やむを得ない場合に限り、交付決定前に着手するこ

とができる。 

２ 交付決定前に着手する場合は、交付決定前着手届（様式第５号）を知事に提出

しなければならない。 

 

（計画変更の承認） 

第１１条 補助金の交付決定内容について、次の各号の一に該当する場合は、変更

承認申請書（様式第６号）により、あらかじめ知事の承認を受けなければならな

い。ただし、補助事業に要する経費区分間の配分額の２０パーセント以内の金額

を変更しようとする場合で、補助金額に変更を生じないものについてはこの限り

ではない。 

 （１）補助事業の内容又は補助対象経費の配分について変更しようとする場合 

 （２）補助対象事業を中止又は廃止しようとする場合 

 （３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難と

なった場合 



5 
 

 

（実績報告） 

第１２条 実績報告書（様式第７号）は、事業の完了した日から３０日を経過した

日又は令和９年２月２６日のいずれか早い日までに知事へ提出しなければならな

い 

２ 前項の実績報告書に添付する書類は、次のとおりとする。 

（１）事業報告書（様式第７－１号） 

（２）収支精算報告書（様式第７－２号） 

（３）事業実施における支出関係書類の写し、事業完了を確認できる写真 

 

（補助金の額の確定及び通知） 

第１３条 知事は、前条第１項の規定による実績報告を受けた場合は、審査により

補助金の額を確定のうえ、確定通知書（様式第８号）を交付申請者に通知する。 

 

（補助金の交付） 

第１４条 前条の規定により通知を受けた者が、補助金の交付を受けようとする場

合、請求に必要な書類は交付請求書（様式第９号）とする。 

２ 知事は、第１２条第１項に規定する実績報告書を提出した交付申請者が、額の

確定を受けていない場合に限り、概算払により交付することができる。この場合

において、交付申請者は、概算払により補助金の交付を受けようとする場合は、

概算払交付請求書（様式第１０号）に、請求内訳書（様式第１１号）を添えて、

提出するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１５条 規則第２０条の規定による承認を受けようとする者は、取得財産等処分

申請書（様式第１２号）を知事に提出しなければならない。 

２ 規則第２０条に規定する財産の処分を制限する期間は、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める年数に相当する期間

とする。 

 

（権利の譲渡又は担保の禁止） 

第１６条 補助金を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

 

（帳簿等の保存） 

第１７条 補助金を交付された者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした
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帳簿並びに証拠書類を補助事業終了年度の翌年度から５年間整理保存しなければ

ならない。 

 

（調査等） 

第１８条 知事は、必要と認める場合は、この実施要綱の規定により補助金を受け

る事業者の事業場その他の場所において、帳簿書類その他の物件に関し調査し、

必要な指導等を行うことができる。 

 

（雑則） 

第１９条 この実施要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

知事が別に定める。 

 

 

附 則 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、第８条、第１５条、第１７条及び第１８条の規定を除き、令和９

年３月３１日限りで効力を失うものとする。 

 


